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1.学 内開発 の経緯

大学等における教育改善運動であるFD(FacultyDevelopment)活 動では、 その一環 として学生に

よる授業評価 アンケートを行 っている。本学において も、2001年 度か らすべての学部において、取

り組まれてきた。

しか しなが ら、従来の方式による授業評価アンケー トは、光学読取式マークシー ト(OMR)を 用

いているとはいえ、対象 となる授業数や学生数の多さ、また授業中に行 うアンケート用紙の配布や回

収の時間的な ロス、 さらには回収 してか らの読取 ・集計 ・公表の膨大な事務作業の煩雑 さなどか ら、

個々の教員にとっても、また学生や担当する事務職員にとって も負担感が大 きい。これ らに要する時

間および金額的な トータルコス トと、本来の授 業改善活動へ の寄与 とい うメ リットの比較 か ら、

OMRに よるアンケー トシステムについては早期の見直 しが求め られてきていた。

これを受 けて、2003年 度末 には、FD委 員会ではW6bを 利用 したシステムの開発 を決定 した。当

時、事務局側ですすめ られていた授業 シラバスのWebシ ステム化 と合わせて検討 ・開発することに

なり、学内理事会の もとに、事務局長 を リーダにしたプロジェクトが組織された。授業評価 チーム

は、 シラバスチームと連携 しっつ、FD委 員会からの開発要請を取 りまとめ、Webに よる授業評価 ア

ンケー トシステムを設計 ・開発す ることになった。

本報告では、授業評価チームの設計 ・製作段階における取 り組みと問題点、特に学内チームによる

実運用 システム開発 ・運用の課題を報告する。

2.プ ロ ジ ェク トチ ー ム体 制

プロジェクトは、シラバスチームと授業評価チームで構成 された。 シラバスチームは、教務事務の

担当者らを中心に構成され、実際の開発は外部のシステム会社に委託 した。授業評価チームは、学内

の教員3名 で構成 し、さらにゼ ミ学生3名 を くわえて、常時6名 で設計 と開発を担当した。運用テス

トなどの大量データ投入を要する工程では、臨時にアルバ イト学生 らの応援を求めた。
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2.1.ス ケジュール

2004年4月 に発足 したプロジェクトは、1年 間の開発期間を経 て、2005年4月 に本稼動する予定で

あった。一方で授業評価 アンケー トの内容を検討するFD委 員会では、OMRに よるアンケー ト内容を

単純にWeb上 に置き換えるのではな く、毎時間の授業ごとに手軽にアンケー トを行えるシステムを

求めていた。具体的には、4月 に初期アンケー ト(2-3週 間)、5月 か ら6月 に中期アンケー ト(8-10

週間)、7月 に後期 アンケート(2週 間)を 行い、担当教員は随時アンケー トの結果を参照する。この

うえで、8月 および9月 の集中講義期間終了を待って、10月 には春学期の全授業科 目の集計を公表す

ることが必要とされた。

これに向けて、開発ではシステム全体の設計と同時に、OMRで のアンケー トにはなか った毎回の

アンケー トと随時の集計、また全授業科 目の一括集計という、複数の開発案件をとりまとめることと

なった。さらに、Webの みではアンケート回答への意識付けに欠けるために、携帯電話を用 いた回答

システムが必要とされた。通常のシステム開発では、詳細な設計仕様を机上で検討 し、確定させた上

で、システム化の範囲や実施体制をっめてい く。しか しながら今回の開発 スケジュールと体制から

は、いくっかのプ ロトタイプを元に したスパイラル型の開発手法 と工程を組む ことを余儀なくされ

た。

実際の開発場面においては、仕様の確定に予想以上の時間がかかると同時に、開発にはいってから

の仕様変更(手 戻 り)作 業も多 く発生 し、工程に遅れが生 じている。内部処理設計では、春学期の集

計処理時に大幅な追加修正が発生 した。 また計画時には想定 していなか ったデータ投入に、予想外の

時間と工数を必要 とし、管理用プログラムを追加開発するなど、大幅な工数増加となっている。

2.2,プ ロジェクト体制

授業評価システムの開発にあたっては、学内の教員と学生 らによる共1司開発体制を目指 した。 これ

は、教員ら自身の情報分野における開発経験をっむこと、学生 らにンステム開発の実際を経験 させる

ことにねらいがあった。今回、開発を担当 したメンバーの体制は、図のとおりである。
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学生 メンバーの担当と配置は、プロジェクト発足時に公募 した学生本人の希望を中心に、所属する

卒業研究ゼ ミでの演習や卒業後の進路を もとに、教員 らで検討 した。なお、学生 メンバーの うち、1

名(DBプ ログラ ミング担当)は4年 次生であ り、2名 は3年 次生(2004年 度)で あったため、2005

年4月 の稼動時以降の運用や開発は、5名 で担当 した。

予想 された開発規模に対 して、仕様検討や設計開発、 システム運用を担当するメンバーが少な く、

技術的な相互補完や情報交換のためにも、開発 メンバーの定例 ミーテ ィングは不可欠であった。反

面、教員 ・学生 とも日々の授業等 もあるため、 メンバーそろってのミーティングは、毎週金曜日の夕

方以降になり、開発時間の多 くは、土 日や夏休み等の長期休暇中にならざるを得なか った。この点

が、次に指摘する問題発生の原因となることが多かった。

3.開 発上 の問題点

開発を進める上で、生 じた問題点 にっいて、 ここでは学内開発における特徴的な問題点をとりあげ

て、その原因や解決策を考察する。

3,1,チ ームの指揮命令 ・決定 ・報告承認

チームでの開発では、チームワークによる相互協力体制 とともに、チーム全体の意思を決定 し、プ

ロジェク トを推進する求心力が欠かせない。 しかしなが ら、教員同士、 また教員と学生 とい うチーム

編成であったために、仕様上の決定事項は別にして、チームとしての決定事項があいまいなものにな

りがちであったことは否めない。学生 らの勤務時間管理や各種支払い業務の多 くは、担当事務課にて

行ったものの、不規則にな りがちな出勤簿への記入管理などは、チーム内での管理が必要であった。

いわゆる報告 ・承認事項が明確 に処理されず、担当事務課や メンバーにも多 くの負担を強いることと

なった。
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これ ら の解 決 の た め 、 チ ー ム メ ンバ ー全 員 参 加 に よ る定 例 ミー テ ィン グ を毎 週 実 施 し、 情 報 交 換 に

努 め た。 ま た 担 当 事 務 課 を 含 め た メー リ ン グ リス ト とグ ル ー プ ウ ェア に よ る 連 絡 や 報 告 を 徹 底 し、

ミー テ ィン グ議 事 録 に よ る報 告 を行 った 。 な か で もグ ル ー プ ウ ェ ア は、 安 価 な 自作 パ ソ コ ン と フ リー

ウ ェア を 用 い て 構 築 し、 多 くの 開発 ド キ ュ メン ト等 の フ ァ イル サ ーバ ー と して の役 割 も果 た した 。 自

作 パ ソ コ ン やLinuxべ 一 ス の シ ス テ ム構 築 を 通 じて 、 学 生 メ ンバ ー らの 士 気 や 技 術 向 上 に も有 効 で

あ った。

3.2.ス ケジュールと目標管理

遅れがちなスケジュール管理は、当初、 ミーテ ィングのたびに口頭で確認 し、工程表により管理 し

ていた。仕様設計工程では、大 きな問題 にはならなか ったが、プログラ ミング工程では、それぞれが

担当す る作業に忙殺 され、授業等 との調整で遅れが目立っようになった。少ないチーム内での協力は

もとより、チーム外からの応援が見込めないため、遅延には有効な対策がとることがで きなかった。

結果的に、当初スケジュールのうち、2005年3月 完了の予定であった内部集計プログ ラムは、開発

そのものをアンケー ト終了後の8月 に延期せざるをえな くなった。 くわえて、事務職員による代行入

力や教務データの一括投入などの管理プログラムの追加開発などが必要 となり、開発期間は6ヶ 月の

大幅遅延 となった。

スケジュール管理 と開発目標(稼 動時期や仕様等)管 理は、内部開発における最大の問題点でもあ

ろう。専任 の開発スタッフが確保できず、開発 メンバー自身の授業等外部阻害要因などのほか、内部

同士ゆえの安易な遅延や目標仕様の変更などが発生 しやすい。 スケジュールや最終的な詳細仕様決定

は、開発チームとは別の組織体制で常に監視するとともに、仕様確認書や仕様変更書などのドキュメ

ントにより確認する体制を確立す ることが不可欠であるといえよう。

本開発で、シラバスチームも含めたプロジェクト会議が有効に機能 しなか ったのは、会議 メンバー

に、システム開発の管理業務に精通あるいは重要事項(マ イルストーン)と して指摘できる要員がい

なか ったこと、アンケート方法などの仕様決定をすべ きFD委 員会で委員交代があり、詳細仕様の決

定や確認が開発チームに委ねられたことによる。直接の開発 メンバーだけではな く、チーム外に工程

管理の要員をお く、あるいは工程管理のみを外部委託するなどの方策が必要であろう。

3.3,品 質管理

システムの品質は、個 々のプログラム品質の延長にある。通常のウォーターフォー一ル型開発では、

個々のモジュールやサブシステムごとに単体 テス トを行い、品質を作 りこむことができる。本 システ

ム開発で採用したプロトタイプ型開発では、仕様検討 とともに設計開発が進行するたあ、最後の統合

テストで初あて本格的なテストとなる。

統合テス トで問題になった品質面は、主 として画面表示の用語などのユーザインタフェース部分で

あり、プロトタイプでも十分発見対策できるものも多かった。プロトタイプ開発時点での品質面への

配慮が低 く、結果的に多 くの手戻 り作業 となってしまったといえる。
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統合テス ト工程や本稼動直後の障害 ・品質管理は、バグ管理表で行 った。その集計結果では、画面

インタフェース関係など表示系で全48件 中31件(65%)、 仕様変更にっながるもの9件(19%)、 内

部処理 ミス7件(15%)、 その他1件 となっている。

システムの品質向上には、プ ログラマ個人の力量 とともに、チーム全体での品質意識の徹底が必要

である。本開発のような学内 メンバーによるチーム編成では、限界 とも言えるが、品質に関する学習

会を行 うなどのほか、仕様検討段階から総合的なバグ管理を行い、バグ発生曲線など既知の品質管理

手法を用 いて、品質意識の徹底が必要であろう。

3.4.ド キュメント管理

通常のシステム開発では、多 くの文書(ド キュメン ト)が 作成 され、保管 される。口頭での会議や

確認事項を、最大 もらさずに記録 し、決定事項を明確にすることが極めて重要であるからである。本

開発でも ミーテ ィング議事録やFD委 員会 などとの確認事項 は、その都度、文書化 し保管 されてい

る。ユースケースなどの基本設計 ドキュメントは、毎回の ミーティングのたびに配布 され、確認され

てきた。

一方で先のスケジュール管理などと同じく、詳細仕様などの確定仕様の多 くは、プロトタイプによ

る電子ファイルとして記録 されていた。 このたあ、担当者の思い込みによる安易な変更や確認漏れが

発生 した。基本設計 ドキュメン ト類 も、フ ァイルサーバー上の共用エ リアに保管されているものと、

担当者の手元のバージ ョンが異なるなど、文書管理の不徹底が散見 された。

原因としては、開発場所が担当者の居室や学内の情報 メデ ィアセンタなど特定できず、時によって

分散するなどして、 これらの ドキュメントが統一管理できなか ったことがあげられる。安易に共用電

子 ファイル としたことも、改訂の責任やバージ ョン管理をあいまいに してしまったことは否 めない。

学内開発では、チーム全員が一室に集 まっての開発 は困難であり、電子 メールやグループウェアなど

ドキュメントの電子化は、きわあて有効ではあるが、 ドキュメント管理のルールやその運用手順にっ

いては、共通認識 とともに徹底を図る必要があろう。
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4.運 用上 の問題点

2005年4月 にアンケー ト入力部が稼動 し、つづいて8月 にはアンケー ト集計部が稼動 している。ア

ンケート期間の設定や多 くの非常勤教員 らの代行設定入力などは、作成 した管理システムによりアン

ケー ト事務担当者で可能 となっている。 しかしシステムの運用は、小規模 な改訂作業やサーバーシス

テム操作をともな うことから、引き続 き開発 チームの教員 メンバーが担 っている。システムの開発と

は別に、運用上の問題点 と解決策にっいて考察する。

4.i.デ ータ投入

本システムでは、本学の全授業科目を対象にしている。 このためその基礎データは、次表に示すと

お り、膨大な件数 となっている。 これ らのデータは、教務 ・学生データそのものであり、毎学期ごと

の授業科目やクラス設定、学籍異動や履修届 ・変更などを反映してい く必要があった。授業シラバス

の基礎データと共通化し、同一データベースを参照することも考えられたが、各々のシステムの独立

性やデータの安全を考慮 して、毎学期ごとに教務データベースから必要項 目のみを抽出して、個別に

データを投入することにした。

しか しながら、6学 部1短 大の教務データは、 きわめて複雑で、変更や訂正 も多 い。学生 らの履修

届けが確定す る時期が、5月 と11月 という学期中盤であったこともあり、学期初めに予定 されていた

初期アンケー トは、本システムでの運用をあきらめざるを得なか った。 またデータ投入作業自体が、

授業期間中となるため、データ整理などの作業時間が確保 しづらくなっている。

基本的なデータは、学内関係部署の協力により、教務データベースか ら整形の上、汎用的なCSV

形式で抽 出している。 これをもとに、本 システムのデータ形式にあわせた重複データ等の確認等を

行っている。主な作業確認項目は次のとおりである。

・週複数時間開講 クラスデータの整理統合

・集中講義 クラスの日付設定

・文字コード変換統一

結果的にこれ らのデータ投入には、予想外の工数を必要としている。特に秋学期にっいては、春学

期分のデータとの整合性を取 る必要があることが判明した。データの誤 りや重複をさけ、正規性を確

表1主 な投 入デ ー タ件数(2005年 度 春 学期分)
一

データ

開講科目数
一

学生履修科目数

6,481件

44,768件

件数1構

一

(アンケ ー ト回答 最大 見込 み数)

学生数
一一

教員数

10,806件
一_

978件

一 一 一 一

アンケ ー トタ イプ
ー 一_

42種
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保する作業は、当面、データ構造に精通した担当者の手作業 に頼 らざるを得ない。約7日 を要 してい

るこの作業をシステム化 してい くことが、早急の課題 となっている。

4.2.認 証 システム

本 アンケー トシステムでは、アンケート回答者の本人確認のために、ユーザID(学 籍番号)と パ

スワードによる認証を用いている。無記名アンケー トのために、ユーザIDは 認証キーとしてのみ使

用 し、 アンケー ト結果の保存に際しては、学籍番号下4桁 を消去 している。認証システムは、学内の

情報 メデ ィアセンタのLDAP(LightweightDirectoryAccessProtocol)シ ステムを使用 してお り、これ

は授業シラバスなどの教務システム(UNIVERSALPASSPORT)や キャリア支援 システムと同一であ

る。

本運用になってか ら、 この認証が正常に行えない(授 業評価アンケー トに回答できない)ケ ースが

多発した。一部の校舎に集中して発生する傾向も見 られ、学生をはじめ利用者には大 きな影響を及ぼ

す結果となって しまった。情報 メディアセンタ等の学生窓口では、対応方法が分か らず混乱を招いた

ほか、窓口に相談に来ない潜在的な未回答者がいることが予想され、 これがアンケー ト回答率の低下

を招いた恐れは強い。

原因としては、次の2点 の可能性を検討 し、検証 と対策をすすめている。

(1)認 証技術の理解不足

LDAPやkerberos認 証技術は、UNIXやMS-Windowsの 標準的な認証 システムとして普及 してい

るものの、その実装技術は必ず しも確立 しているとはいえない。特にUNIXとWindowsが 混在する

システムでは、相互認証の連携に不安が残 る。認証サーバ とクライアント(授 業評価システム)と

のシステム時間同期がとれていないと認証できないことも判明している。一定期間パスワードを変

更していない と認証できないケースも多 く報告 されている。

これ らの技術的仕様の理解不足は、開発経験のない開発チームでは、事象の発生するたびに原因

きりわけと推定 ・対策 に追われることになって しまった。ほぼ同時期に開発運用 したシラバスシス

テムや図書館システムを担当した開発企業では、社内の技術蓄積や情報収集で対応 している。先進

的な技術を採用するには、その技術の検証を十分に行 う必要があろう。

kerberos:暗号による認証方式の一っ

(2)学 内認証システムの理解不足

先の技術理解不足 にくわえて、学内システム自体 の調査理解が不足 していた点 も大きいと思われ

る。学内の認証 システムは、分散する校舎にあわせて、階層構造で構築 されている。本システムで

は、開発チームメンバーが在aし ている校舎の認証サーバで認証しているため、他校舎所属のユー

ザ認証に時間差が発生していることが予想 される。

階層的な認証 システムは、大規模なシステムでは当然のシステムともいえるが、開発チームがこ

れを認識 したのは、運用開始後8ヶ 月を過ぎた時点であった。 これは事前の調査不足と認証管理部

局 との情報交換不足であり、プロジェクト会議での検証不足であろう。
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いずれの原因も引き続 き検証と対策を進めている段階であり、予断を許 さないが、 システム運用に

関わる重要事項であり、専任のシステム運用要員の確保などとともに、今後の体制を確立してい く必

要がある。

5.評 価 と今後 の課題

5.1.シ ステム開発の評価

システムの開発 は、稼動すれば終了ではない。先に述べたとお り、本 システムはまだ多 くの問題点

を抱えてお り、開発自体も継続中である。なかでも運用 まわ りの問題点は早急に原因を特定し解決を

図 らなければならない。

授業評価 アンケー トとしては、学生 らによる回答数 が少 な く、 システム利用 にむけての広報不足

や、システム自体の改善も必要である。そのような中でも、春学期で延べ7,999件 、1,104名 あまりの

学生回答が あった。回答学生が2005年 度入学生(1年 次生)に 偏 りが見 られ るものの、OMRア ン

ケー トではあ りえなか った授業時間外や夜間のアンケー ト回答も多 く(全7,999件 中、17時 から8時

の回答は3,009件38%)、Webシ ステムの利用度は確実に向上してい くと思われる。

図4時 間帯別アンケート回答件数(2005年 度春学期)

一方で
、教員 と学生 らによる協働のシステム開発では、多 くの技術的な蓄積を得 ることができ、文

系大学ではやや もすれば薄れがちなチームワークの大切 さや楽 しさを感じさせて くれた。情報分野を

専攻す る教員や学生にとっても、研究室や実習室の中ではなく、ユーザ数10,000人 規模の実運用シ

ステムを構築 ・運用する機会は、あまりない。今回システム開発に採用 したJavaやTomcatな どのシ
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ステム技術は、社会でも利用が始 まったばかりの先端技術である。狭い研究室の中で、限られた条件

の中での研究や学習ばか りではな く、より現実的なレベルで先端技術の学習や実装研究の機会を得た

ことは、大変に貴重でもある。

数名のチームで、1年 間以上にわたって活動を継続することも、大学の中では得がたい経験であっ

た。教員同士、また学生 らとも対等な意見交換や情報交換を行 うなかで、教員 ・学生それぞれに学ぶ

ことは多かった。先端技術の調査収集 などで、学生 メンバーの果たした功績は大 きく、 また画面デザ

インなどでも独創的な設計力 ・提案力を発揮 したことは、今後の学習や社会活動の中で、大 きな力と

なるだろう。

5.2,今 後の課題

システム自体の課題に くわえて、学内開発と運用に関しては、い くっかの教訓を得た。本システム

の継続的な開発や運用に関しても、引き続 き検討課題 としていきたい。

まず、学内開発とはいえ、実運用を目指すシステムであれば、システム開発企業 と同等の管理体制

が必要である。なかでも工程管理と仕様(目 標)管 理は、開発チームとは別にし、できるならば学外

企業のスタッフに委託する、などが考えられる。本システム開発においても、学内に設置したサーバ

機器(Webサ ーバ、DBサ ーバ)の 管理運用は、学外企業に委託 し、日常的なデータバ ックアップや

セキュリティ対策はリモー ト管理を実現 している。同様にシステム開発においても、管理業務を委託

することは十分可能であり、必要であろう。

第2に 、システム運用の体制 と責任分担を明確にしてお く。教務データなど個人情報に関わるデー

タも多 く、システムの保全性や可用性を確保するのは、システム運用の専門的な知識技術が必要であ

る。委員会主体の体制では、委員交代 とともに引継ぎができないことがありうる。一方でシステムは

常に監視し運用 していかなければならず、開発を担当 した教員や学生が、いっまで も運用に携わるこ

とも、事実上難 しい。たとえば、開発を終えたシステムを、学外企業に一括 して管理委託 し、必要に

応じて委託企業から開発担当者へ再委託をす る方式を検討 したい。

本 システム開発 と通じて、我々が学んだ ことはきわめて大 きい。 このような機会を与えていただい

た学内関係各位に感謝するとともに、引き続 き、学生 らとも共同しっっ情報 システムの研究や学習を

行っていきたい。
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